
資料９

「緑の回廊における再生エネルギー施設の設置等に係る

基準の明確化」における評価項目の標準例について

１ 標準項目の標準例について

今般、2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、内閣府において再生可能エネル

ギーの主力電源化等に向けた規制の見直し等を行う「再生可能エネルギー等に関する

規制等の総点検タスクフォース」（以下「タスクフォース」といいます。）が設置され、

検討が進められています。

林野庁では、令和 3 年 3 月 23 日に開催された第 6 回タスクフォースにおいて、電気

事業者からの要望を受け「緑の回廊における再生可能エネルギー施設の開発に関する

基準や手続きを明確化」するとしました。

これまで、緑の回廊の区域内に再エネ発電施設がかかる場合については、その設定

の趣旨を踏まえ、個別案件ごとに、保護林管理委員会委員の皆様から適時適切なご助

言をいただき運用してきたところですが、林野庁としても政府が進める方向性に従い、

当該基準の明確化検討に向け、「緑の回廊における再エネ施設の設置等に係る基準の明

確化の方針（暫定案）」及び「緑の回廊における再生可能エネルギー施設の設置等に係

る基準の明確化」による「評価項目の標準例（案）」を作成し、保護林管理委員の皆様

方にご助言をお願いしてきました。

また、令和 3 年 6 月 30 日に「風力発電・地熱発電に係る国有林野の貸付け等手続き

マニュアル（第１案）」を公表し、「緑の回廊」の区域内にやむを得ず発電施設の設置

等を検討せざるを得ない場合については、国有林野貸付け等手続きの中でその妥当性

を確認する旨の考え方を示しました。

具体的には、事業者がやむを得ず緑の回廊の区域に係る開発事業を行おうとする場

合、個々の緑の回廊ごとに、その設定目的に応じた適切な評価項目（指標）が設定さ

れることを前提に、森林管理局は、国有林野貸付け等手続の中において、環境影響評

価の結果（準備書等）における当該評価項目への配慮の内容を確認することとし、そ

の指標については、あらかじめ保護林管理委員会での議論を経て、個々の緑の回廊ご

との設定方針で公表しておくこと等により、環境影響評価の計画段階（方法書等）に

反映されるよう措置することを明記したところです。

林野庁では、その後、9 月 30 日付けで正式に別添（一部抜粋）の「風力発電・地熱

発電に係る国有林野の貸付け等手続きマニュアル」を公表し、マニュアルの中で「緑の

回廊の区域で発電施設等の設置が掛かる場合の基準」を示すとともに、ご助言を踏まえ
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て作成した「評価項目（標準例）」を添付する等により、緑の回廊にかかる基準や手続

きを示したところです。

２ 評価項目の標準例を踏まえた緑の回廊設定方針の改正検討について

（１）風力発電・地熱発電に係る国有林野の貸付け等手続きマニュアル（一部抜粋）

（２）緑の回廊区域内への再生可能エネルギー施設の設置等に係る手続きについて

（３）緑の回廊設定要領の運用について

（４）「緑の回廊における再生エネルギー施設の設置等に係る基準の明確化」における「評

価項目の標準例（案）」に関するご助言のお願いでの質問及び解答
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緑の回廊の区域内への再生可能エネルギー施設の設置等に係る手続 

について 

       

 

令和３年３月 31日 ２林国経第 183号 

林野庁経営企画課長より各森林管理局計画保全部長宛 

 

 〔最終改正〕令和３年９月 30日 ３林国経第 48 号 

       

                             

 

国有林野における緑の回廊の取扱いについては、国有林野における緑の回廊

の設定について（平成 12 年３月 22 日付け 12 林野経第 10 号林野庁長官通知。

以下「設定要領」という。）を定め、その運用について、緑の回廊設定要領の運

用について（平成 12年３月 22日付け 12-4林野庁経営企画課長通知。以下「運

用通知」という。）を定めているところであり、その設定区域内における利活用

に関する対応に当たっては、緑の回廊の設定目的に照らしつつ、国有林野の貸付

け又は使用（以下「貸付け等」という。）において、国有林野の貸付け等の取扱

いについて（昭和 54 年３月 15 日付け 54 林野管第 96 号林野庁長官通知）等に

基づき実施しているところである。 

再生可能エネルギー発電事業が緑の回廊において計画される場合に、地域を

特徴づける生態系に及ぼす影響を確認する必要があるが、地球温暖化防止と生

物多様性保全という双方の公益性の両立を図るとともに、手続の一層の明確化

かつ迅速化に向けて、再生可能エネルギー発電施設等（発電施設本体及び当該施 

設に接続するために設置する送電線、管理用道路その他の関連施設を含む。以下

「発電施設等」という。）の設置が緑の回廊の区域に掛かる場合の手続を次のと

おりとするので了知されたい。 

 

 

記 

 

 

１ 基本的な考え方 

（１）緑の回廊の機能の維持保全等への影響の確認 

緑の回廊の区域に発電施設等の設置が掛かる場合には、貸付け等手続の中
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において、緑の回廊の機能の維持保全等に支障がないかを確認する必要があ

る。このため、設定要領第３の１の(1)に規定する「緑の回廊設定方針」に

定める設定目的に与える影響及び保全に係る配慮（以下「環境配慮」という。）

がなされていることについて、次の点から確認するものとする。 

 

ア 「緑の回廊設定方針」に記載する野生生物種の生息・生育に係る環境配

慮が、環境影響評価手続等（環境影響評価法（平成９年法律第 81号）に

基づくものに加え、これに準ずるものとして地方公共団体が定める条例

に基づき実施するもの及び事業者団体が定めるガイドライン等に基づき

自主的に実施するものを含む。以下同じ。）における評価項目（方法書等

（同法第５条第１項に規定するもの及びこれに準ずるものを含む。）に記

載する同項第７号の「対象事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、予

測及び評価の手法」等のことをいう。）に反映されていること 

イ アの評価項目を含む方法書等に基づき環境影響評価等を実施し、その結

果をまとめた準備書等（同法第 14条に規定するもの及びこれに準ずるも

のであって設置する発電施設等の種類、数、設置場所等が概ね具体的に記

述されたものをいう。）に必要な環境配慮事項が記載されていること 

 

（２）森林管理局内での取扱いの決定 

森林管理局長は、保護林管理委員会での議論を経て環境配慮の妥当性を確

認した上で、当該管轄にかかる森林管理局内の緑の回廊の取扱いを決定する

ものとする。 

 

２ 確認の方法 

緑の回廊の区域に発電施設等の設置が掛かる場合、必要な環境配慮の妥当

性は、別紙１に掲げる「確認ポイント（標準例）」に基づき確認することを基

本とする。 

このため、森林管理局は、貸付け等手続のうち、当該緑の回廊の設定目的に

応じた環境配慮の妥当性を確認するための「確認ポイント」及びそれに対応

する具体的な「評価項目」について、あらかじめ保護林管理委員会での議論

を経て検討を行い、個々の「緑の回廊設定方針」を公表するものとする。 

 

３ 各段階での実施方法 

（１）計画段階における手続 

森林管理局は、電気事業者（電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）第２

条第１項第 17号に規定するものをいう。以下「事業者」という。）から、貸
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付け等に関連して、当該事業者が実施を予定する電気事業（以下「対象事業」

という。）の事業実施区域（事業実施想定区域を含む。以下同じ。）が緑の回

廊の区域に掛かることに関する問合せ及び相談を受けた場合には、事業者に

対し、当該対象事業については運用通知２の（３）ウの規定に基づき、緑の

回廊の区域内への施設の設置等を排除するものではないことを説明するこ

と。ただし、緑の回廊に係る制度の内容及び特徴からその設定について、森

林・林業や自然環境に関する専門家、関係地方公共団体等の関係者との合意

形成を経てきている経緯があること等を十分に説明するとともに、対象事業

の事業計画の具体的な内容及び緑の回廊の区域を選定した理由について聞

き取りを行い、他の事業地が検討できないか確認すること。 

また、事業者が手続を進める上で必要となる情報（具体的な評価項目の選

択の仕方や確認ポイントで求めるべき環境配慮の内容など）については、事

前相談において希望に応じて提供すること。これらの対応により、当該緑の

回廊において必要となる評価項目に関する事項が「方法書等」に確実に反映

されるようにすること。 

 なお、森林管理局は、当該事実等の情報を関係部署間で共有するとともに、

林野庁に報告すること。 

 

（２）調査段階における手続 

森林管理局は、方法書等に反映した評価項目への環境配慮事項として、必

要な期間において環境影響評価等が行われるよう、事業者と必要な調整を図

ること。 

また、当該環境影響評価等については、出来る限り早期の段階から着手す

るよう促し、環境調査で得られた内容等が適切に配慮書等（環境影響評価法

第３条第３項に規定するもの及びこれに準ずるものを含む。）や方法書等に

反映されるように努めること。 

    

（３）準備書等の作成段階における手続 

森林管理局は、緑の回廊設定方針に定める設定目的に与える影響及び保全

に係る配慮がなされていることを確認するために、事業者に対し、貸付け等

に必要な書類として、次に掲げる区分に応じて、別紙２のそれぞれに掲げる

資料を求めるものとする。 

このとき、発電施設等の設置が緑の回廊に与える影響を勘案して行った環

境調査等により明らかとなった「当該回廊の評価項目に対する環境配慮とし

てとるべき必要な措置」がわかるように明記した書類の提出を求めること。 

 また、当該資料を受理した後、関係部署間で共有するとともに、対象事業
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が緑の回廊設定方針に定める設定目的に与える影響及び保全に係る配慮に

ついて確認し、整理の上、保護林管理委員会の会議資料を作成すること。 

 

ア 対象事業が環境影響評価法第２条第２項に規定する第１種事業（同項第

１号ホに該当するものに限る。）及び同法第４条第３項の規定により第１

種事業と同様の手続を行う第２種事業 別表１の書類 

イ 対象事業が環境影響評価法第２条第３項に規定する第２種事業（同条第

２項第１号ホに該当するものに限る。） 別表２の書類 

ウ 地方公共団体の条例に基づく環境影響評価及び事業者が自主的に実施

する環境影響評価を実施している事業 別表３の書類 

エ アからウまでに該当しない対象事業 別表４の書類 

 

４ その他留意事項等 

（１）既に環境調査を実施している場合の取扱い 

緑の回廊設定方針に評価項目を設定し、公表する時点で、既に事業計画が

進行しており、環境調査等を実施中又は実施後の段階にある場合には、これ

までの当該事業計画に関する保護林管理委員会での審議内容及び当該緑の

回廊で新たに設定した評価項目の内容を踏まえ、事業実施段階において事業

者に必要な環境保全措置等を求めるなど、従前どおり、個別に整合を図りな

がら進めるものとする。 

 

（２）事業実施後の対応等 

 森林管理局は、必要な環境配慮の妥当性を確認した内容に基づき、保護林

管理委員会の意見を踏まえ、当該対象事業が、国有林野事業における緑の回

廊の保全・管理に支障を及ぼすことがないよう、事業者と相互の調整を図る

ものとする。 
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主な対象の種 確認内容

① 営巣場所、主要な狩場等の喪失・減少の回避 猛禽類
・　重要な高利用域である、営巣場所、主要な狩場などの生息環境について、喪失や減少を回避

する措置がとられていること

洞窟性コウモリ ・　ねぐら洞、繁殖洞、越冬洞などが保護されていること

森林性コウモリ ・　ねぐら、越冬、繁殖に使われる樹洞を持つ古木、老木などが保護されていること

渡り鳥 ・　集団ねぐらや峠越えのルート、半島部など集中的に利用される場所が保護されていること

③ バードストライク回避 猛禽類、渡り鳥
・　衝突死のリスクを限りなくゼロにするための措置がとられていること（風車の設置予定地が

高利用域（営巣場所、主要な狩場など）から、必要な距離が確保されていること）

④ バットストライク回避 コウモリ
・　衝突死のリスクを限りなくゼロにするための措置がとられていること（風車の設置予定地

が、ねぐら、採餌場所、移動経路から、必要な距離が確保されていること）

２　マイクロハビタット等の生息環境を破壊しないこと

① 草地等の喪失・悪化防止 小型哺乳類、昆虫類 ・　重要な生息地である草地や森林等の喪失・悪化の防止が図られていること

② 水辺環境の喪失・悪化防止
爬虫類、両生類、水

生生物等
・　重要な生息地や繁殖地である池・渓流・水たまり等の喪失・悪化の防止が図られていること

③ 移動個体の轢死の回避 動物
・　管理用道路の設置及び工事用車両等の通行による轢死の発生を防止する措置がとられている

こと

３　希少な植物群落の喪失や悪化を防ぐこと

植物 ・　陸上の希少な植物群落や植物種の損失・悪化の防止が図られていること

植物 ・　外来種の侵入を防ぐために必要な措置がとられていること

植物 ・　渓畔林等の渓流植生の喪失・悪化の防止が図られていること

植物 ・　外来種の侵入を防ぐために必要な措置がとられていること

③ 風衝地の保護 植物 ・　風衝地における植生の喪失・悪化の防止が図られていること

④ 排ガス・排水の悪影響防止 植物
・　地熱発電所の稼働後の排ガスや排水が周辺環境に悪影響を及ぼさないための措置がとられて

いること

⑤ 送電線との十分な離隔距離の確保 植物
・　関係法令（「電気設備の技術基準」等）に定める、植物と送電線との適切な離隔距離を確保

すること

⑥ 風車のブレードとの十分な離隔距離の確保 植物 ・　関係法令に定める、植物と風車のブレードとの適切な離隔距離を確保すること

４　緑の回廊の連続性を維持すること

① 緑の回廊の幅の維持 生態系全体
・　緑の回廊の設定目的（野生生物の移動経路の確保、生息・生育地の拡大と相互交流の促進、

より広範で効果的な森林生態系の保護・保全等）が達成される回廊幅が維持されていること

② 移動経路の分断の防止 生態系全体 ・　構造物(擁壁、側溝等)による野生生物の移動の疎外を防ぐための措置がとられていること

② 渓畔林等の喪失・悪化防止

※国有林野貸付け手続において、森林管理局が評価項目への対応結果を確認する際、準備書等の情報のみでは上記の確認ポイントの履行内容を判断し

がたい場合は、工事の実施中及び供用開始後事業者が行う事後調査の結果の報告を基に、確認するものとする。

② ねぐら等の保護

① 植物群落の喪失・悪化防止

確認ポイント（類型化）
確認ポイント（具体的確認内容）

１　猛禽類等の生息環境の悪化を防ぐこと

確認ポイント（標準例）

別紙１

34



別紙２

緑の回廊の区域内における貸付け等において必要となる資料

別表１　第１種事業（環境影響評価法第２条第２項）及び同法第４条第３項の規定に基づき第１種事業と

同様の手続を行う第２種事業

書類等の名称 提出書類

1 ○

2 事業実施区域における緑の回廊の区域内の営巣木・採餌木の状況 ○

1 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地

2 対象事業の目的及び内容 ○

3 対象事業実施区域及びその周辺の概況 ○

4 計画段階配慮事項ごとの調査、予測及び評価の結果

5 配慮書に対する経済産業大臣の意見及び事業者の見解

6 方法書についての意見と事業者の見解

7 方法書に対する経済産業大臣の勧告

8 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 ○

9 ○

10 環境影響評価の結果

1 環境要素

a 大気環境 ○

b 水環境 ○

c その他の環境 ○

d 動物 ○

e 植物 ○

f 生態系 ○

g 景観

h 人と自然のふれあいの活動の場

i 廃棄物等 ○

j 温室効果ガス

2 準備書段階における専門家等の助言の内容について

3 環境保全のための措置 ○

4 事後調査 ○

5 環境影響のための総合的な評価 ○

11

12 準備書についての意見と事業者の見解 ○

13 準備書に対する経済産業大臣の勧告 ○

14 準備書記載事項の修正の概要 ○

3

事業実施区域（緑の回廊の区域が分かるもの）

環境影響評価法の手続で得られる評価項目

環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法についての経済産業大臣の助言

環境影響評価を委託した事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地
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別表２　第２種事業（環境影響評価法第２条第３項（同条第２項第１号ホに該当するものに限る。))

書類等の名称 提出書類

1 ○

2 事業実施区域における緑の回廊の区域内の営巣木・採餌木の状況 ○

1 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地

2 対象事業の目的及び内容 ○

3 対象事業実施区域及びその周辺の概況 ○

4 計画段階配慮事項ごとの調査、予測及び評価の結果

5 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 ○

6 環境影響評価の結果

環境要素※

a 大気質

b 騒音 ○

c 振動 ○

d 水質 ○

e 植物 ○

f 動物 ○

g 自然保護 ○

※風力発電施設に係る資料の一覧であり、それ以外の発電施設が対象事業となる場合については、

　 電気事業法施行規則別表第１の２の項目に従うこと

別表３　地方公共団体の条例等による環境アセスメントの対象事業

書類等の名称 提出書類

1 ○

2 事業実施区域における緑の回廊の区域内の営巣木・採餌木の状況 ○

3 環境アセスメントを経て得られる野生動植物及び生態系への配慮 ○

別表４　2の(1)から(3)までに該当しない対象事業

書類等の名称 提出書類

1 ○

2 事業実施区域における緑の回廊の区域内の営巣木・採餌木の状況 ○

3 事業実施区域における緑の回廊の区域内の野生動植物の生息状況 ○

事業実施区域（緑の回廊の区域が分かるもの）

事業実施区域（緑の回廊の区域が分かるもの）

3 環境影響評価法の手続で得られる評価項目

事業実施区域（緑の回廊の区域が分かるもの）
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○緑の回廊設定要領の運用について 

 

       平成 12 年３月 22 日 12－4 

 
       

林野庁経営企画課長より 
                          

あて
 

                      

〔最終改正〕令和３年９月 30 日 ３林国経第 48 号 

 

 国有林野における緑の回廊の設定については、「国有林野における緑の回廊の設定につ

いて」（平成 12 年 3 年 22 月付け 12 林野経第 10 号林野庁長官通達）により「緑の回廊設

定要領」（以下「設定要領」という。）を定め、これによるものとしたが、その運用につ

いては、下記によることとしたので、遺憾のないようにされたい。 

 

記 

 

１ 設定の基準について 

 (1) 緑の回廊の形状 

   緑の回廊は、国有林野の賦存状況、保護林の設定状況等により保護林間を連続的に

連結することが困難な場合には不連続な形状も可能とするものとする。 

 (2) 設定対象地の概定 

   緑の回廊は、次の各号に基づき、位置及び区域を概定するものとする。 

  ア 緑の回廊は、原則として、脊梁山脈、主要山脈等に設定すること 

  イ 本来の地域生態系の構成種でない外来種などの競合種や捕食者が流入し、保護を

図るべき野生生物等に悪影響を及ぼすおそれがある場合には設定しないこと 

  ウ 孤立分断化された植物種が存在する植物群落においては、対象とする植物種の集

団の大きさを検討の上、遺伝的交流が必要と判断される場合には、同一植物群落内

に存在する保護林間を連結すること 

 (3) ルートの設定 

   緑の回廊のルートは、(2)により概定した位置及び区域に対し、次の各号を勘案し設

定するものとする。なお、特定の機能類型区分に限定しないこととするが、自然維持

タイプを多く含むように配慮するものとする。 

  ア 野生生物の生息・生育地間を効率的かつ効果的に連結させるため、極力、複雑な

形状を避け、最短距離で連結すること 

  イ 極力、急峻な地形を避けること 

  ウ 道路や河川、急峻な地形等で分断される場合には迂回するルートを選ぶこと 

  エ 保護林と緑の回廊との接続部の森林は、極力、林相が同質なものとなるよう配慮

すること 

  オ 極力、里山から離れた奥地に設定するとともに、農林業被害の防止に十分配慮す

ること 

  カ 野生動物の移動や休息・採餌等に適した環境を有する箇所をできるだけ含むよう

各森林管理局計画（第一）部長 

各森林管理局分局計画第二部長（業務管理官） 

（一部抜粋）
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配慮すること 

  キ 緑の回廊のルートの設定に当たり、既存の権利関係等については次によること 

   (ア) 採草放牧地等貸地に区分されている林小班については、既存の権利を優先さ

せることとし、緑の回廊の区域から除外すること 

   (イ) 分収造林地、分収育林地及び共用林野については、現行の権利関係を前提に、

緑の回廊への編入を検討すること 

 (4) 幅・長さ 

   緑の回廊の幅と長さについては、次の各号によるものとする。 

  ア 分布が限られた稀少な固有種や絶滅が危惧される種に優先的に着目する必要があ

ると判断される場合を除き、原則として、各地域において食物連鎖の頂点に立つ一

群の動物種（以下「アンブレラ種」という。）に着目することとし、着目種の生息

分布、行動特性や緑の回廊の周囲の土地利用状況に配慮して、別表を参考に幅と長

さを検討すること 

  イ 緑の回廊で連結される保護林間の距離が別表の基準よりも短い場合には、エッジ

効果（断片化した生息地の最外部が全く異質な外側の環境に直接さらされることに

より生息地内部に及ぶ影響）を回避する幅を確保すればよいこととし、緑の回廊で

連結される保護林間の距離が別表の基準よりも長距離にわたる場合又は河川や道路

等により分断される場合には、着目種の生息分布及び行動特性を踏まえ、幅の広い

箇所（以下「ノード」という。）の設定に努めること 

  ウ 地理的に十分な幅の確保が困難な場合や、緑の回廊の設定時の着目種に係る適切

な幅に関する知見が不十分である場合等については、エッジ効果を回避する幅を確

保することを基準とすること 

  エ 植物群落の遺伝的交流を図る場合、天然更新に必要な幅を確保すること 

 (5) 保護林の拡充・新設 

  ア 設定要領第 2 の(4)のイの長距離にわたる場合とは(4)のアの基準とする。 

  イ 保護林の拡充又は新設は、「保護林制度の改正について」（平成 27 年９月 28 日

付け 27 林国経第 49 号林野庁長官通知）によるものとする。 

２ 取扱方針について 

 (1) 伐採 

   緑の回廊において伐採を行う場合には、次の各号に基づき実施するものとする。 

  ア 森林生態系への影響を最小限にするため、伐採を行う場合は、原則として、択伐

又は複層伐とすることとし、皆伐を行う場合は、伐区を小規模かつ分散させるとと

もに伐期の長期化に努めること。 

  イ 伐採箇所の選定に当たっては、野生生物の生息・生育地、営巣木や採餌木の周辺、

野生生物の移動経路等への影響が大きい箇所は避けること 

  ウ 伐採の実施に当たっては、貴重な野生動物の繁殖に影響がないよう時期に配慮す

ること 

  エ 森林性野生動物の保護を図るため、営巣、餌場、隠れ場として重要な樹洞等があ

る巨木、古木は保残するとともに、倒木、枯損木は巡視等の森林の管理において危

険等の支障がない限り保残すること 
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  オ 緑の回廊内に採餌場が無い場合は、餌場を確保するための小規模な伐採を必要に

応じて実施すること 

 (2) 更新・保育 

   緑の回廊において更新・保育を行う場合には、次の各号に基づき実施するものとす

る。 

  ア 画一的な更新とせず、前生樹、稚幼樹の生育・分布状況、ぼう芽の発生状況等に

留意しつつ、更新方法及び樹種を決定するとともに、採餌木の植栽についても検討

すること 

  イ 下刈や除伐は画一的に実施せず、侵入木や下層植生の保残育成に努めること 

  ウ つる切に当たっては、植栽木の成長の支障とならないよう適宜行うとともに、採

餌場等においては野生動物の餌となる山ブドウ、アケビ等のつる類の保残に努める

こと 

  エ 更新・保育の実施に当たっては、貴重な野生動物の繁殖に影響を及ぼさないよう

時期に配慮すること。 

 (3) 管理 

   緑の回廊における管理については、次の各号に基づき実施するものとする。 

  ア 緑の回廊の巡視に当たっては、特に野生生物の生息・生育状況及び環境の把握に

努めるとともに、一般の入林者に対する普及啓発に努めること 

  イ 緑の回廊に設定した林分及び隣接する箇所に対する林地開発については、緑の回

廊の設定の趣旨に鑑み、慎重に対応すること 

  ウ 緑の回廊の設定後、公用・公共用への活用要望等があり、設定の変更等の調整を

行う必要がある場合には、設定の趣旨及び公益性を踏まえつつ、慎重に対応するこ

と 

  エ 野生生物の生息・生育に悪影響を及ぼさないよう配慮した上で、緑の回廊に対す

る国民の理解を深めるための看板の設置等を積極的に推進するとともに、地元の要

望がある場合等必要に応じて森林環境教育の場として活用すること 

 (4) 施設の整備 

  ア 緑の回廊における施設の整備については、次の各号に基づき実施するものとする。 

   (ア) 観察施設や巡視拠点の建設等に当たっては、野生生物の生息・生育地、営巣

木や採餌木の周辺、野生生物の移動経路等への影響が大きい箇所は避けること。

また、その維持管理を適切に実施すること 

   (イ) 路網及び歩道については、側溝を作設する場合には L 字型の側溝を採用する

等野生生物の移動に悪影響を及ぼさないよう配慮すること。また、その維持管

理に努めること 

   (ウ) 治山施設については、透水型の工種を採用する等、野生生物の移動に悪影響

を及ぼさないよう配慮すること。また、この維持管理に努めること 

  イ 施設の整備に当たっては、その整備が野生生物の生息・生育環境に悪影響を及ぼ

さぬよう、必要に応じて学識経験者等の意見を聴取するなど、計画初期段階から十

分に検討し、必要最小限とするものとする。 

 (5) モニタリング 

39



  ア 緑の回廊におけるモニタリング（継続的観測・記録）については、次の各号に基

づき実施するものとする。 

   (ア) モニタリングに当たっては、林学、生態学、遺伝学等について学術的知見を

有する者の協力を得るとともに、その目的に応じて高所からの俯瞰観察や林内

の定点観測を実施すること。また、必要に応じ、自然保護団体等の協力を得る

こと 

   (イ) モニタリングに当たっては、地域ごとにその対象とする野生動物種等を明確

にするとともに、対象とする種と他の野生生物種との関係の把握にも努めるこ

と。また、森林施業のあり方についても、対照試験を行う等実証的なデータを

得るよう努めること 

  イ モニタリングの結果得られた知見については、緑の回廊の取扱方針に適切に反映

させること。また、モニタリングの結果、既設の緑の回廊の区域を変更すべきと判

断される場合には区域の変更等を行うこと 

３ 設定手続等について 

 (1) 予定箇所の選定 

   設定要領の第 3 の 1 の(1)の予定箇所についての資料の収集及び緑の回廊の対象と

する野生生物等についての必要な調査に当たっては、環境省が実施した自然環境保全

基礎調査（動植物分布調査）結果等を参考にするものとする。 

   また、この資料の収集及び調査は、外部委託により実施することができるものとす

る。 

 (2) 設定案の内容 

   設定要領の第 3 の 1 の(1)のアからオに掲げる緑の回廊設定方針（案）（以下「設定

方針（案）」という。）の内容は、次の項目に従い定めるものとする。 

   このうち特に「ア（エ）着目する野生生物種」については、緑の回廊の設定目的に

応じて着目する野生生物種及びその生息・生育について特に留意すべき事項を、別添

「評価項目（標準例）」を参考として定めるものとする。 

  ア 緑の回廊の位置及び区域 

   (ア) 設定の目的 

   (イ) 位置及び区域の既定に当たっての考え方 

   (ウ) ルートの選定に当たっての考え方 

   (エ) 着目する野生生物種 

   (オ) 幅と長さ 

   (カ) 緑の回廊に設定する林小班 

  イ 緑の回廊の維持・整備に関する事項 

   (ア) 伐採に関する事項 

   (イ) 更新・保育に関する事項 

  ウ 緑の回廊の管理に関する事項 

   (ア) 管理に関する事項 

   (イ) 施設の整備に関する事項 

  エ 緑の回廊のモニタリングに関する事項 
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   (ア) 実施体制 

   (イ) 情報提供の考え方 

  オ その他留意事項 

   (ア) 整備・管理体制の充実 

   (イ) 普及啓発 

 (3) 有識者への意見聴取 

  ア 森林管理局長は、緑の回廊設定の必要性、木材産業、農林業等を通じた地域振興

との調整等総合的な見地から、設定方針（案）について「保護林制度の改正につい

て」に定める保護林管理委員会又は保護林管理委員会の下に置かれた部会等（以下

「委員会等」という。）の意見を聴くものとする。 

  イ 検討すべき緑の回廊が二以上の森林管理局の管轄区域にわたる場合は、関係森林

管理局長間で協議し、委員会等の開催方法、出席委員の選定等について弾力的な運

用ができるものとする。 

  ウ 森林管理局長は、緑の回廊の区域及びモニタリングの実施方法の案を作成する段

階で、委員会等に必要な助言を求めることができるものとする。 

  エ 環境省出先機関の代表については、できるかぎり委員会等への参加を求めるもの

とするが、参加が得られない場合には、別途意見を聴くなど連携を図るものとする。 

  オ 森林管理局長は、道路等の施設の建設が計画され緑の回廊との調整を図る必要が

ある場合や野生鳥獣による農林被害防止を図る上で必要がある場合等には、関係行

政機関の意見を聴くものとする。 
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（別表） 緑の回廊の幅と長さについて 

 

区  分 

 

幅・長さ 

 

１ アンブレラ種に着目する場合 

 

 

 (1) ツキノワグマ又はヒグマ 

 

幅 ：2 ㎞ 

長さ：20 ㎞以下 

 (2) イヌワシ 

 

幅 ：2～3 ㎞ 

長さ：－ 

 (3) クマタカ 

 

幅 ：1 ㎞ 

長さ： － 

 

2 アンブレラ種以外の種に着目する場合 

 

 

 

メスの行動圏を長方形とみなし、その最大

長を長さとし、面積を長さで除したものを

幅とする。 

 

3 エッジ効果に着目する場合 

 

 

 

幅 ：500m 

長さ：－ 
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す
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体
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）
繁

殖
成

績
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ね
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殖
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。
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事
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、
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中
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」
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項

目
（

標
準

例
）
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第２次照会に対する質問及び回答

番号 分類 質問 局 回答

2 総論（考え方）
実際に、「標準例」として公表されるものは、左端から「確認ポイント」の列まででしょう
か？それとも、更に右側の「根拠情報等」、「（備考）…」の列も公表に含まれるでしょう
か。

近中局

・　公表を想定しているのは、左端から「確認ポイント」の列までです。このうち「評価項目
の標準例」に該当するのは左端から黄色の列までです（※ただし、公表の形式は検討中
です。）
・　「調査すべき具体種」「具体種ごとに留意すべき事項」（＝黄色の列）については、全国
的な典型例を想定しています。

3 総論（考え方）
標準例の（備考）の「前倒環境調査を行う場合の開始時期の考え方」は、参考情報として
記載されているということでしょうか。

近中局

・　参考情報です。
・　環境省でも再エネＴＦの指摘等により、環境影響評価手続の迅速化を求められてお
り、運用面での改善を措置するところです。
・　緑の回廊に関する手続についても、環境影響評価手続の迅速化に係る運用と整合さ
せるためのものです。

8 総論（考え方）
「評価に内包されていることは理解してますが、悪意をもってみると、生物種や生態系に
モニタリングで影響がなければよいと、とらえかねないように思います。」という委員意見
に対する考え方について。

関東局

・　本件は、政府の「再生可能エネルギー推進」の方針に従い、緑の回廊の区域におい
て、「出来るだけ避けたが、やむを得ず必要最小限の面積」が掛かる場合について検討
するものです。
・　その上で、当該回廊への負荷を出来るだけ軽減する措置や配慮事項等を検討する必
要から、事業者が適切に同回廊の設定目的に応じた「評価項目」を方法書等に反映さ
せ、環境影響調査を実施し、その結果を準備書等に記載するとともに、貸付け手続にお
いて、当該局の担当者がその妥当性を判断（確認ポイントにおける確認）することができ
るよう措置するものです。
・　このため、同回廊の実態に応じ、モニタリングを含めた適切な配慮事項が措置される
よう、各局（保護林管理委員会）において、同回廊の設定方針に適切な評価項目を設定
していただくものです。

9 総論（考え方）

緑の回廊への施設の設置については、環境アセスメントの調査結果を保護林管理委員
会で確認していただくと理解しておりますが、委員の皆様に判断していただくのであれ
ば、科学的知見等に基づく具体的な数値基準（判断の根拠となるもの）がないと各委員
は判断出来ないと思われますので、評価項目（標準例）の作成におかれましては、委員
が判断できる数値基準を盛り込んでいただきますようお願いします。

中部局

・　（回答内容は番号５（回答）のとおり）

・　林野庁が示す評価項目（標準例）では、ミスリードを防ぐため、数値基準は設定しない
ところですが、各局が緑の回廊ごとに定める設定方針（評価項目）については、地域の実
情や科学的知見、前例等を踏まえ、必要に応じて独自の項目を定めることは差し支えあ
りません。
・　ただし、この場合においても、行政手続（貸付け手続）において妥当性を確認するため
の判断基準とするものについては、透明性を確保するため、公開することが原則（合わせ
て説明責任が伴います。）となります。

10 総論（考え方）
「評価項目」に対する評価そのもの（評価の是非の判断に必要な科学的知見に基づく基
準及び根拠、その妥当性の証明（説明）も含めて）も環境アセスメントで開発事業者に実
施していただき、委員の皆様にはそれを確認いただく想定でしょうか？

中部局

・　（番号１と同旨の質問であり、回答内容は既出のとおり。）

・　「確認ポイント」は、貸付け手続において局担当者が判断する事項を記すものです。
・　局担当者が判断する根拠として、「確認ポイント」に記載された各事項（準備書等の内
容）を専門的・技術的な見地から保護林管理委員会において議論をしていただくことにな
ります。

11 総論（考え方）

事前相談の任意である「配慮書の情報の提供」と、方法書の手続前に保護林管理員会
から意見を聴取して行う「評価項目の提示」を円滑に進めるため、万が一、事業者が任
意であるとして「配慮書の情報の提供」がない状態で方法書の手続に進んだ場合の取扱
いをマニュアルに記載する必要があると考えます。

東北局

・　これまでの再生可能エネルギータスクフォースとの調整において、不透明な行政手続
は一切排除する方針の下、行政側から事業者へ「事前相談」を強要することはせず、事
業者が必要とする場合に、事業者側からの要請で任意に実施するものとしています。
・　このため、マニュアル第２の５のとおり、任意の相談において、行政側から特定の書類
の提出を求めることはしないことが原則となります。
・　ただし、運用面において、事業実施（想定）区域に国有林野が掛かる場合には、事業
者が森林管理局等に接触することから、この機会をとらえ、その時点で可能な情報の入
手をお願いします。【手続の方法（番号31）も参照】

12 総論（考え方）

事業者から提供される「配慮書の情報」は、事前相談（任意）のため、経営企画課長通
知、記２及び別紙（別表１～４）において求める資料と異なるものと考えて良いでしょう
か。
　　　異なる場合、「配慮書の情報の提供」の根拠は、あくまでも任意の提供となり、森林
管理局側は受け取るのみの対応となるのでしょうか。※番号11（質問）と同様受け取りの
み、聞き取り不要で良いでしょうか。

東北局

・　番号11（回答）のとおり、「配慮書の情報」（環境影響調査「前」の計画段階）は正式な
行政手続とは異なり、あくまでも事業者側からの要請（任意）によるものです（事業者が不
要と捉えれば行政側からその実施を強要することはできません。）
・　一方、緑の回廊に係る令和３年３月31日付けの経営企画課長通知は、行政手続（環
境影響調査「後」の貸付け手続）における必要事項を規定したものです。
・　特に「事前相談」の任意実施は、同通知を発出した後において、再生可能エネルギー
タスクフォースへの対応内容の整合性から検討してきたものであり、先行した同通知との
不整合については、今後見直しを図る予定です。

13 総論（考え方）

事業者から提供される「配慮書の情報」について、具体的には、配慮書（一式）、又は配
慮書（要約書）のどちらが適当でしょうか。「配慮書の情報」を保護林管理委員会に情報
提供する場合、事業者から提供される資料に加え、局で作成する標準的な資料（８月中
旬までに作成される評価項目（指標）の標準例を含む）はあるのでしょうか。
　【例えば、①配慮書（一式又は要約書）、②評価項目（指標）の標準例、③署管内図を
保護林管理委員会へ提供することを想定】

東北局

・　内容を精査し、保護林管理委員会委員が「評価項目」を検討するのに必要十分な情
報を含むものを提供してください。

（参考）
・　同委員への提供情報は、配慮書等の内容を精査し、「事業実施区域と事業規模（施設
の種類、数、位置等）、当該回廊の設定方針に規定する「評価項目」への配慮事項等の
有無、必要に応じ補正すべき「評価項目」の局案や配慮事項案等」が考えられます。

14 総論（考え方）
保護林管理委員会において「評価項目」を提示する案件は、１０月以降（とりまとめ版）に
配慮書の手続が開始される事業計画と考えて良いでしょうか。
    ※10月以降のマニュアル（取りまとめ版）が適用される事業計画の線引き。

東北局

15 総論（考え方）

現在進行中（環境アセス手続中）であって、緑の回廊の区域に事業実施想定区域が含ま
れる事業計画について、マニュアル（第１案）及び（とりまとめ版）に基づく手続をどのよう
に進めていくことになるのでしょうか。
　【例えば、現在進行中（１０月以前に環境アセス手続を開始）の事業は、「再生可能エネ
ルギー導入促進に係る緑の回廊の取り扱いについて」（H28.7.7付け林野庁事務連絡）に
基づき、環境アセスの各段階において公開される情報を保護林管理委員会に情報共有
し、事業内容が確定した段階で緑の回廊に係る対応（設定解除、代替地設定等の必要
性）を検討する。】

東北局

・　マニュアル（取りまとめ版）に「評価項目の標準例」を掲載し、公表するのが９月末の予
定です。
・　この後、各局において、緑の回廊ごとの「評価項目」を、保護林管理委員会の審議を
経て検討することになります。
・　この場合、事業が環境影響調査前の計画段階（配慮書、方法書等の段階）にあるもの
は、当該回廊の設定方針を優先的に定めていく必要があります。
・　また、既に環境影響調査が行われ、又は行われた後の準備書等の段階の案件がある
場合には、これまで経てきた同委員会での審議内容を踏まえ、今後の貸付手続におい
て、当該回廊の設定方針（評価項目）の内容と、事業実施段階において事業者に求める
措置事項等との整合を図りながら、柔軟に進めていくこととなります。
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34 手続の方法

第２の６申請及び相談窓口において、事前相談及び書類の提出窓口は、森林管理局保
全課に一本化するとされています。また、マニュアル（暫定版）（R3.3.31）では、事前相談
等に係るやりとりは電子媒体による提出が可能とされていましたが、マニュアル（第１案）
においても電子媒体による提出が可能であると理解して良いでしょうか。書類による提出
及び電子媒体による提出が可能な場合、提出先である森林管理局保全課を経由して
「配慮書の情報の提供」を受け取る流れで良いでしょうか。

東北局
・　マニュアル（第１案）においても（暫定版）と同様に、書類の簡素化、事務の効率化を図
るため、電子媒体でのやりとり（提出）を行っていただくことを想定しています。
・　配慮書等の情報提供についても同様の流れを想定しています。

35 手続の方法
事前相談において事業者から提出のあった「配慮書の情報」（資料）は、文書管理上、ど
のような取り扱いが適当でしょうか。

東北局
・　事業者との相談において作成する「「概要メモ」の参考資料」という取扱いです。
・　概要メモと一体のものとして文書の格付けをしてください。

36 手続の方法

第２の６申請及び相談の窓口において、手続のワンストップ化を図る観点から、事前相
談及び書類の提出窓口は、森林管理局の計画保全部保全課に一本化するとされていま
す。事業者から事前相談（任意）で「配慮書の情報の提供」を受ける場合、「緑の回廊の
区域内への再生可能エネルギー施設の設置等に係る手続きについて」（R3.3.31付け２
林国第183号）（以下「経営企画課長通知」）、記１において、緑の回廊の区域に掛かるこ
とに関する問合せ及び相談を受け際に森林管理署等で行うとされている聞き取りとの関
係はどのように考えたら良いでしょうか。

東北局

・　「第２の６」については、事業者の利便性を踏まえた行政手続のワンストップ化、実質
的な説明・判断責任等の観点から、再生可能エネルギー関係貸付け手続の窓口は、森
林管理局（計画保全部保全課）に一元化するものです。
・　行政手続上の書類等の流れは一本化したうえで、個別事項等に関する事業者との具
体の接触、聞き取り等は同局（所管課）で行っていただくことを想定しています。
・　なお、マニュアル内容については、現在も引き続き検討を重ねており、９月末までに取
りまとめ版及び関係通知の改正をする予定です。
・　その内容に応じて、番号12（回答）のとおり、令和３年３月31日付けの緑の回廊に関す
る経営企画課長通知の改正を行う予定です。

37 手続の方法

事業者から提供される「配慮書の情報の提供」を受けて、保護林管理委員会において検
討した評価項目を事業者へ提示する場合、どのような方法で伝達するのが適当でしょう
か。
　【例えば、「保護林管理委員会の運用について」（R3.3.31付け２林国第182号）、記２に
基づき、局ホームページで公表（名簿、会議資料及び議事概要に含む）、又は、書面で
通知（発信者名は、保護林管理委員会、又は署長（局から署へ通知）】

東北局

・　局（相談を受け応じた当該課）から、「事前相談内容への助言等」などの形式での伝達
をお願いします。
・　ただし、この場合、更に提出書類やその内容の修正等を求めると「行政指導」に該当
する（行政手続法に基づく「行政指導」として法律が適用されます。）ため、あくまでも「任
意の相談に対し任意に助言をした」ことになるよう、十分に留意してください。

38 手続の方法
保護林管理委員会において検討した評価項目は、名簿、会議資料及び議事概要と同様
に局ホームページで公表するのでしょうか。又は、方法書において調査項目に反映され
ることから公表不要と考えて良いでしょうか。

東北局
・　行政手続の透明性の観点から、各森林管理局の保護林管理委員会で検討された評
価項目についても公表を想定しているところです（公表の形式について現在検討中で
す。）

39 評価項目（考え方） 絶滅危惧種等の希少な植物が存在した場合は、どのような対応となるのでしょうか？
関東局
中部局

・　緑の回廊の設定目的に応じ、回廊ごとに異なる属地的な検討項目となります。
・　このため、各森林管理局（保護林管理委員会）において、評価項目の大分類の枠組の
下に位置する「中分類」「小分類」における事項の検討を行い、各緑の回廊に応じて、適
宜追加設定することとなります。

40 評価項目（考え方）
評価項目は生物種が対象のようですが、例えば、評価が必要な景観や非生物の自然物
のリストアップや、それらへの配慮・対応はどのようになるのでしょうか？

関東局
中部局

・　緑の回廊の設定目的に応じ、生物種以外の項目が重要視すべき要素であるならば、
回廊ごとに異なる属地的な検討項目となります。
・　このため、各森林管理局（保護林管理委員会）において、この妥当性を確認するため
に必要な「確認ポイント」を想定（別表_確認ポイント（例）を更に拡充）し、これに対応した
評価項目が適切に設定されるよう、評価項目の大分類の枠組の下に位置する「中分類」
「小分類」における事項の検討を行い、各緑の回廊に応じて、適宜追加設定することとな
ります。

41 総論（考え方）

前回の質問で、なぜ太陽光発電を対象としないのか、と聞かせていただきました。そもそ
も国有林ではソーラーパネル設置は許可されていない、との回答でしたが、ソーラパネ
ル設置による水循環、エネルギー循環への影響は、周辺の生態系にもおよぶと考えられ
ます。今回議論すべき課題ではないですが、今後、注視する必要はあるのではないで
しょうか。

中部局

・　本件は、再生可能エネルギータスクフォースにおける議論において、電力事業者協会
から要望があった風力発電及び地熱発電（施設本体のほか送電線及び管理用道路等の
附属施設を含みます。）において、必要最小限面積において何に留意して環境配慮をす
べきかを明確にするものとして検討を進めているものです。
・　国有林野（公益的機能発揮のための森林）の利活用においては、やむを得ず必要最
小限の前提条件で許容するものであり、太陽光発電の事業地を国有林野に求めること
は不適切です。
・　このため、非現実的な分野に対象を広げての一般化した検討は不要と考えています。
・　仮に回廊ごとの属地的事情において、ご指摘（太陽光発電の存在による影響）のよう
な懸念があるのであれば、個別に牽制すべき問題となります。
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